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（１） 
別
稿
に
お
い
て
、
筆
者
は
、
国
際
労
働
基
準
が
伝
統
的
社
会
政
策
論
で
は
把
握
で
き
な
い
よ
う
な
発
展
を
一
示
し
て
い
る
た
め
、
そ
の
理
解
に
は
新
し
い
観
点
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ
に
基
い
て
最
近
の
国
際
労
働
基
準
の
分
析
を
行
な
っ
た
。
新
し
い
観
点
に
お
い
て
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
が
国
際
機
関
で
あ
り
、
国
家
が
憲
章
的
文
書
に
掲
げ
る
目
的
に
同
意
し
、
ま
た
は
こ
の
国
際
機
関
が
果
た
している機能に利益を見出して、加盟している（しかし国連専門機関であるため加盟国は普遍性をもつ）こと、また、
他
の
国
際
機
関
と
は
異
り
、
三
者
構
成
原
則
と
い
う
優
れ
て
労
使
関
係
的
な
手
続
上
の
原
則
に
依
っ
て
い
る
こ
と
が
特
徴
で
あ
る
こ
と
を
指摘した。三者構成原則においては、労働者および使用者が、国家または政府から独立した主体であり、結社の自由
を
有
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
そ
の
発
足
以
来
、
国
際
労
働
基
準
を
そ
の
活
動
の
基
本
と
し
て
き
た
。
最
近
や
や
変
化
は
あるが、依然ＩＬＯの存在理由となっていると考えられる。その重要性にかんがみ、ＩＬＯは、これまでも何回か、
国
際
労
働
基
準
の
あ
り
方
や
手
続
に
つ
い
て
検
討
と
討
議
を
行
な
っ
て
き
た
。
最
近
で
は
、
’
九
八
四
年
、
第
七
○
回
総
会
に
事
務
局
長
報
告
が
提
出
さ
れ
、
こ
れ
を
巡
っ
て
全
体
会
議
の
場
で
、
多
数
の
代
表
が
意
見
を
表
明
し
た
。
さ
ら
に
こ
の
討
議
を
う
け
て
、
理
事
会
が
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一四九
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
国
際
労
働
基
準
再
評
価
の
背
景
嶺
学
最近改めてＩＬＯ自体が国際労働基準を取り上げた理由は、事務局長報告によれば、ＩＬＯの使命にとってのその
重
要
性
、
改
善
を
要
す
る
諸
問
題
の
累
積
、
環
境
条
件
の
変
化
（
技
術
革
新
、
南
北
格
差
等
）
で
あ
る
。
組
織
体
と
し
て
そ
の
主
要
活
動
の有効性（の牙＆ぐのロのｍの）、手続の合理性などを再評価しようとしたと言えよう。有効性は特定の目標と関連する。
（４） 
事
務
局
長
報
告
は
そ
の
序
文
で
「
人
間
の
必
要
が
経
済
を
形
成
し
、
経
済
に
従
属
し
て
は
な
ら
な
い
こ
と
」
を
明
確
に
し
て
ゆ
く
こ
し
一
が
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
使
命
で
あ
る
と
述
べ
た
。
こ
れ
は
先
進
国
に
お
け
る
デ
レ
ギ
ュ
レ
１
シ
ョ
ン
、
社
会
的
目
的
の
財
政
支
出
の
削
減
、
発
展
途
上
国の一部にみられる経済開発優先の政策態度の進展するなかで、ＩＬＯの目的を再定義したものと言えよう。
以上のほか、次の事情を見落とせない。すなわち第一に、’九六○’七○年代を中心に、新興独立国が多数加盟し、
加盟国数は戦前のほぼ三倍となり加盟国の構成が一変したことがあげられる。他方で、条約・勧告の大部分はこれら
の発展途上国の加入前に採択されたものであり、その政策課題からみて必ずしも関連性（円の｝のぐ四月の）を有していな
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一五○
中心となり手続の改善などについて具体的検討に着手している。
一
方
、
わ
れ
わ
れ
の
グ
ル
ー
プ
で
は
、
国
際
労
働
基
準
に
対
す
る
国
内
の
対
応
を
検
討
す
る
ひ
と
つ
の
手
段
と
し
て
国
内
に
お
い
て
（２） 
「ＩＬＯ条約・勧告に関する労使リーダ１の意見調査」を行なった。この調査票作成の段階で、前記の事務局長報止ロ
を
参
照
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
そ
の
後
、
総
会
に
お
け
る
討
論
の
詳
細
と
事
務
局
に
よ
る
ま
と
め
、
理
事
会
の
設
置
し
た
委
員
会
に
よ
る
（３） 
中間報止口等を参照することができたので、これらによって、国際労働基準に関して最近問題とされていることと、加
盟
国
お
よ
び
労
使
の
反
応
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
意
見
調
査
の
設
問
の
相
当
部
分
は
、
こ
れ
ら
と
対
応
し
て
い
る
。
以
下
可
能
な
限
り
国
際労働基準の主要な問題点と国際的反応を述べ、これと対照して、調査結果を掲げることとする。全体の編成は頭書
の
観
点
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
七
○
回
総
会
討
議
に
お
い
て
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
な
い
し
国
際
労
働
基
準
の
目
的
や
、
現
実
に
果
た
し
て
い
る
機
能
に
つ
い
て
言
及
し
た
者
が
あ
（６） 
ったが、憲章やフィラデルフィア宣一一二口における公式目標、事務局長の前掲の再定義のほか、①公正競争、②国際的関
連
に
お
け
る
労
働
条
件
等
福
祉
の
向
上
お
よ
び
人
権
の
保
障
、
③
平
和
と
軍
縮
な
ど
も
掲
げ
ら
れ
た
。
ま
た
、
④
国
際
労
働
基
準
が
最
低
基
準
か
到
達
目
標
か
に
つ
い
て
理
解
が
分
か
れ
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
①
は
、
先
進
国
の
使
用
者
を
中
心
に
古
く
か
ら
唱
え
ら
れ
て
（７） 
来
た
も
の
で
あ
る
。
総
会
の
討
議
の
な
か
に
も
登
場
し
て
い
る
も
の
の
、
し
ば
し
ば
で
は
な
い
。
総
会
の
主
要
関
心
事
は
こ
れ
と
対
立
す
る
可
能
性
の
あ
る
基
準
の
柔
軟
性
に
あ
っ
た
か
ら
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
国
内
の
意
見
に
お
い
て
は
、
経
済
大
国
に
相
応
し
く
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
批
准
を
す
す
め
る
必
要
が
あ
る
と
い
っ
た
表
現
の
意
見
が
し
ば
し
ば
表
明
さ
れ
た
。
不
公
正
な
競
争
者
と
し
て
貿
易
摩
擦
に
関
し
非
難
を
う
け
な
い
よ
う
に
自
戒
を
奨
め
る
も
の
で
あ
る
。
②
は
、
①
と
不
可
分
に
結
び
つ
い
て
い
る
が
、
日
本
の
労
働
組
合
の
一
リ
ー
ダ
ー
が
記
し
た
、
国
際
的
に
労
働
条
件
等
が
改
善
す
る
な
か
で
日
本
の
労
働
条
件
等
も
改
善
で
き
る
と
い
う
理
解
に
代
表
さ
れ
る
。
新
興
独
立
国
は
国
連
加
盟
と
と
も
に
Ｉ
Ｌ
Ｏ
に
加
盟
す
る
こ
と
が
多
い
が
、
国
連
傘
下
の
国
際
社
会
は
基
本
的
人
権
の
擁
護
に
意
欲
的
で
あ
る
。
発
展
途
上
国
も
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
の
う
ち
基
本
的
人
権
に
関
す
る
も
の
を
批
准
し
、
ま
た
、
関
連
条
項
に
柔
軟
性
を
与
え
る
こ
と
に
反
対
し
て
い
（５） 
いことである。つぎに、社会主義諸国が加盟して以来しばしば問題となってきた種類の問題であるが、東欧諸国から、
条
約
の
適
用
監
視
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
国
際
労
働
基
準
の
根
幹
に
ふ
れ
る
批
判
が
提
出
さ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
内
容
に
つ
い
て
は
四
項
に
述
べ
る
通
り
で
あ
る
。
総
会
の
討
議
に
お
い
て
も
主
要
論
争
点
の
ひ
と
つ
と
な
っ
た
。
る
｡ 
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
二
基
本
的
機
能
と
限
界
■■■■■■■■■■■・
五
一
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一五二
④
は
、
②
と
も
関
連
す
る
が
、
総
会
の
討
論
を
ま
と
め
る
過
程
で
問
題
が
鮮
明
と
な
っ
て
き
た
も
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
理
事
会
に
よ
っ
て
任
命
さ
れ
た
作
業
委
員
会
で
、
使
用
者
グ
ル
ー
プ
は
国
際
労
働
基
準
が
伝
統
的
に
最
低
限
の
基
準
と
さ
れ
て
き
た
こ
と
を
強
調
し
た
（
「
中
間
報
告
」
）
。
国
際
労
働
基
準
が
最
低
限
で
あ
る
こ
と
は
、
も
と
も
と
憲
章
の
規
定
（
第
十
九
条
第
八
項
）
で
、
国
内
の
既
存
の
法
令
等
が
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
よ
り
有
利
な
場
合
に
、
条
約
の
批
准
に
よ
っ
て
引
き
下
げ
ら
れ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
を
意
味
し
て
い
た
の
で
、
や
や
異
っ
た
文
脈
に
あ
る
。
他
方
、
発
展
途
上
国
の
中
に
は
、
条
約
・
勧
告
を
国
内
政
策
の
モ
デ
ル
な
い
し
目
標
と
み
な
す
考
え
方
が
少
な
（８） 
くなく、しかも国内法令の適合状況を慎重に検討することなく条約を批准してしまう場ムロもあることが、総会討議か
ら
も
窺
わ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
諸
国
に
と
っ
て
は
、
条
約
と
国
内
法
の
突
き
合
わ
せ
に
よ
る
監
視
の
制
度
は
見
当
外
れ
な
も
の
と
な
る
。
③
は
、
東
欧
諸
国
の
主
張
す
る
も
の
で
、
平
和
を
実
現
し
、
軍
拡
競
争
を
や
め
る
こ
と
が
労
働
者
の
福
祉
の
前
進
の
不
可
欠
な
条
件
で
あ
り
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
こ
れ
ら
に
つ
い
て
責
任
が
あ
る
と
す
る
。
』
）
の
主
張
に
促
さ
れ
た
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
決
議
も
過
去
に
は
あ
っ
た
が
、
七
○
回
総
会
で
は
東
欧
グ
ル
ー
プ
の
み
の
主
張
に
と
ど
ま
っ
た
。
こ
の
命
題
が
正
し
い
と
し
て
も
、
取
り
上
げ
れ
ば
東
西
の
政
治
対
立
を
明
確
化
す
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
し
、
社
会
正
義
を
通
じ
て
平
和
を
実
現
す
る
と
い
う
Ｉ
Ｌ
Ｏ
創
立
以
来
の
、
目
的
と
手
段
に
関
す
る
考
え
方
を
逆
に
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
も
あ
る
。
国
内
の
意
見
調
査
で
は
、
約
一
○
の
項
目
（
前
掲
③
は
含
ま
な
い
）
を
あ
げ
て
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
が
現
実
に
ど
の
よ
う
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
と
思
う
か
に
つ
い
て
質
問
し
た
が
、
多
肢
選
択
の
回
答
で
、
「
普
遍
的
な
最
低
基
準
の
設
定
」
「
労
働
に
お
け
る
基
本
的
人
権の保障」「各国社会・労働立法への示唆」と答えた者が多かった（各五分の四）。全体としては、ＩＬＯの条約・勧
告
が
国
内
に
お
け
る
社
会
・
労
働
立
法
が
そ
こ
に
到
達
す
べ
き
目
標
と
意
識
さ
れ
て
い
る
傾
向
に
あ
る
。
前
掲
②
④
に
近
い
と
言
え
よ
う
。
「
国
連
専
門
機
関
と
し
て
国
際
協
調
を
労
働
分
野
で
実
現
す
る
」
が
こ
れ
に
次
い
で
い
た
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
公
式
目
的
「
社
会
正
義
を
通
じ
て
平和に寄与する」（一一一七％）や古典的見解ともいうべき公正競争の実現（三一％）はこれよりかなり低い。
総会において日本政府代表は、政労使三者による討論の場としてのＩＬＯに期待すると発言しているが、これは国
際労働基準に政策のモデルを求める考え方と解釈できよう。政府の見解がこれに尽きるのかどうか、明らかでない。
総会の討議では、国際労働基準によっては覆い得ないような経済的問題があることが指摘された。ひとつは、発展
段階の低い途上国におけるもので、これらの国では伝統的農業、都市におけるインフォーマル・セクターの産業構造
上の比重が高く、また失業・半失業がこれらの産業と結び合って存在している実態に対して、近代的雇用関係のルー
ルたる国際労働基準は関連性をもたないのではないかという問題である。経済開発や雇用の拡大、そのための技術協
力が対策となるが、これらは国際労働基準とはどのような関係にあるべきなのか、多様な見解が示された。国際労働
基準は、雇用拡大にとって支障となるとみなすバングラデシュ使用者と、経済開発のために国際労働基準とその監視
がないがしろにされてはならないとのフィリピン労働者の意見は対照的である。また、国際労働基準（ａ）と経済開発、
雇用拡大ないし技術協力（ｂ）の関係において、ｂがａに優先すべきだ（シンガポ１ル政府、インド使用者）。ａとｂ
が
と
も
に
追
求
さ
れ
る
べ
き
だ
（
セ
ネ
ガ
ル
政
府
、
イ
ン
ド
政
府
）
、
ａ
の
実
現
の
た
め
ｂ
が
な
さ
れ
る
べ
き
だ
、
ａ
を
補
足
す
る
よ
う
にｂが位置づけられるできだ、ａとｂの関係を検討すべきだなどの意見が出されている。
このうち、バングラデシュ使用者、シンガポール政府等の見解は、国際労働基準の否定に展開する可能性をもつも
のである。もっとも、発展途上国の使用者の中にも労働条件等の改善が経済上の利益をもたらすことを認める見解も
あり（パキスタン）、否定的な見解が支配的なわけではない。ＩＬＯの行なっている技術協力活動は、最近ＩＬＯ活
動のうちで予算、人員という側面からすれば比重が高く、さらに発展途上国の拡大要求があり、労働基準設定と並ぶ
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一五三
と
こ
ろ
で
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
技
術
協
力
は
、
そ
の
名
称
に
伴
う
イ
メ
ー
ジ
と
や
や
異
り
、
会
議
、
フ
ェ
ロ
ー
シ
ッ
プ
、
専
門
家
の
派
遣
と
人
材
の
養
成
等
が
そ
の
手
段
で
あ
り
、
職
業
訓
練
や
発
展
途
上
国
の
労
働
・
社
会
政
策
の
立
案
等
広
範
囲
の
課
題
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
資
金源は、ほぼＩＬＯ固有の予算以外に依存している。ＩＬＯでは専門家に対して国際基準との関連について指示する
な
ど
、
国
際
労
働
基
準
と
技
術
協
力
は
相
補
う
よ
う
努
め
て
き
た
が
、
総
会
に
お
け
る
事
務
局
長
答
弁
に
お
い
て
も
こ
の
方
法
を
さ
ら
に
前
進
さ
せ
る
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
現
在
、
両
者
の
関
連
に
つ
い
て
の
検
討
作
業
が
進
展
中
で
あ
る
。
今
の
と
こ
ろ
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
が
発
展
途
上
国
へ
の
政
策
と
の
適
合
性
を
求
め
て
、
単
な
る
技
術
協
力
機
関
に
転
化
す
る
可
能
性
は
少
な
い
。
日本政府の立場は、国際労働基準を実施するに当たり、また経済開発一般について必要とされる人材の教育訓練の
た
め
援
助
に
努
力
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
労
使
リ
ー
ダ
ー
の
意
見
調
査
で
は
、
条
約
・
勧
告
以
外
で
日
本
か
ら
貢
献
を
高
め
る
べ
き
活
動
分
野
と
し
て
は
、
調
査
研
究
な
ど
へ
の
専
門
家
に
よ
る
貢
献
、
各
種
会
議
で
の
役
割
強
化
、
事
務
局
へ
の
人
材
の
選
出
に
次
い
で
技
術
援
助
が
あ
げ
ら
れ
て
お
り
、
技
術
援
助
は
回
答
者
の
過
半
数
に
及
ん
で
い
る
も
の
の
第
一
順
位
で
は
な
か
っ
た
。
こ
れ
を
、
発
展
途
上国への専門家派遣が困難である実態を反映すると考えることも可能であろうし、また回答者が、ＩＬＯの情報機能
や国際労働基準設定を重視しているためとも考えられる。
国際労働基準の範囲外にある経済問題の他のひとつは、債務国の経済状況が、国連傘下の国際金融機構の圧力によ
っ
て
悪
化
し
、
失
業
が
発
生
し
た
り
、
労
働
条
件
が
切
り
下
げ
ら
れ
る
な
ど
の
問
題
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
、
世
界
銀
行
等
と
の
協
議
を
目
指
す
こ
と
と
な
っ
た
。
重
要
な
活
動
と
な
っ
て
い
る
。
と
こ
ろ
で
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
技
》
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一五四
多
数
の
発
展
途
上
国
の
参
加
に
よ
る
加
盟
国
の
構
成
の
変
化
が
今
回
の
国
際
労
働
基
準
の
自
己
評
価
の
背
景
の
ひ
と
つ
と
な
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
評
価
の
基
準
と
し
て
は
、
国
際
労
働
基
準
が
、
加
盟
国
全
体
、
特
に
発
展
途
上
国
の
関
心
や
要
求
を
と
ら
え
て
い
る
か
ど
う
かが問題となった。これは主として課題への関連性の問題である（①ａ）。このほか今日の他の諸条件に即応している
かという問題があった（①ｂ）。また、各国政労使が、それぞれの利害関心にもとづき、国際労働基準の目的ないし主
要
機
能
を
イ
メ
ー
ジ
し
、
こ
れ
を
実
現
し
て
い
る
か
否
か
を
問
題
と
す
る
（
②
）
。
こ
の
顕
著
な
あ
ら
わ
れ
は
、
「
中
間
報
告
」
で
使
用
者
グ
ル
ー
プ
が
、
条
約
に
よ
る
規
制
を
で
き
る
だ
け
少
な
く
、
か
つ
低
く
１
１
普
遍
性
と
い
う
言
で
’
し
、
条
約
は
加
盟
国
の
大
多
数
が
批
准
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
提
案
し
た
の
に
対
し
、
労
働
者
グ
ル
ー
プ
は
、
条
約
・
勧
告
は
労
働
・
社
会
政
策
の
目
標
で
あ
る
と
把握して、批准は判断基準とならないとしたことであった。一方、ＩＬＯは国際労働基準の制定と実施について詳細
な
手
続
と
形
式
を
漸
次
形
成
し
、
こ
れ
ら
は
き
わ
め
て
能
率
的
に
運
用
さ
れ
て
き
た
。
制
定
段
階
で
の
、
準
備
の
た
め
の
文
書
と
各
国
へ
の照会、二回討議の手続によって、議題として取上げられたものは、ほとんど例外なく条約・勧告となってきた。国
際
労
働
基
準
は
こ
の
手
続
と
形
式
に
よ
っ
て
形
成
さ
れ
る
か
ら
成
立
し
た
条
約
・
勧
告
の
評
価
は
、
こ
れ
ら
に
も
及
ぶ
必
要
が
あ
っ
た
（③）。 １
評
価
の
基
準
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
三
条
約
・
勧
告
の
評
価
と
採
択
手
続
の
改
善
一五五
２
基
準
整
備
の
方
針
総
会
に
お
い
て
①
ａ
に
つ
い
て
は
、
多
く
の
発
展
途
上
国
に
と
っ
て
、
そ
の
加
盟
前
に
出
来
た
条
約
・
勧
告
の
大
部
分
は
適
合
し
な
い
ところがあり改訂が必要であるとの意見が出された。①ｂについては、条約・勧告は三○○を超えたものの、時代遅
れのもの、批准数の少ない条約等があり、現状に即した改訂、統合などが必要であるとの意見があり、今後は既存条
約・勧告の改訂を重視すべきであることについてはほぼ異論がなかった。他方、①ｂに関し、労働者代表などから、
今日の状況に対応するため多数の新たな主題を取扱わねばならないとの意見が表明されたのに対して、使用者グルー
プおよび日本を含む多数の政府は、新規主題はなるべく抑制し、改訂を中心とすることを主張した。政府が新規主題
に消極的な理由は、イギリスが率直に述べているように、かつての経済の拡大期と異り、意欲的な基準を求めること
は
非
現
実
的
に
な
っ
た
と
言
う
こ
と
で
あ
ろ
う
。
イ
ギ
リ
ス
政
府
は
既
存
基
準
を
改
訂
す
る
に
あ
た
っ
て
も
向
上
で
は
な
く
抑
制
を
目
指
す
べ
き
こ
と
を
示
唆
し
た
。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
政
府
は
、
新
し
い
欲
求
を
起
こ
す
基
準
に
反
対
す
る
と
と
も
に
、
労
働
時
間
と
雇
用
、
社
会
保障と雇用の関連のような、停滞する経済のもとでの新しい主題を取り上げる必要があると興味ある主張を行なった。
事務局長は、これまで相当数の改訂を手懸けてきたし、大部分の条約・勧告は有意味であるとした上で、一九七九年
に行なわれたような既存条約・勧告の分類（批准・適用を促進するもの、改訂するもの、その他）と新規主題のリス
トアップについて再度検討すると述べた。その後、この分類作業が進行し、「中間報告」に暫定案が示された。
国
内
の
意
見
調
査
で
は
、
分
類
作
業
を
行
な
う
べ
き
だ
と
の
意
見
が
六
三
％
に
達
し
、
理
事
会
の
行
き
方
を
支
持
し
て
い
る
。
事
務
局
長
報
告
に
可
能
性
が
示
さ
れ
て
い
た
「
中
期
計
画
に
よ
り
主
題
を
体
系
的
に
取
り
上
げ
る
」
は
三
分
の
一
の
者
が
支
持
し
た
。
統
合
化
は
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一五六
３
発
展
途
上
国
の
参
加
と
議
題
の
決
定
発
展
途
上
国
と
く
に
小
国
が
、
十
分
な
規
模
の
代
表
団
を
送
り
得
な
い
た
め
、
財
政
的
援
助
を
与
え
る
こ
と
な
ど
が
従
来
か
ら
問
題
と
なっていたが、総会でもそれを支持する意見があった。また、基準に関する諸手続に慣熟するような援助や事務局と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
必
要
性
も
説
か
れ
た
。
し
か
し
、
発
展
途
上
国
が
、
審
議
に
参
加
し
得
な
い
と
さ
れ
る
理
由
は
こ
れ
に
と
ど
まらない。ひとつの重要なものは関心ある議題が選ばれないことである。理事会の議題を決定する際、これまでの理
事
会
は
発
展
途
上
国
の
代
表
が
少
な
か
っ
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
発
展
途
上
国
の
必
要
と
関
心
に
適
合
し
た
議
題
が
選
択
さ
れ
な
い
と
い
う
不
満
が
あ
り
、
こ
の
こ
と
は
総
会
に
お
い
て
も
い
く
つ
か
の
政
府
代
表
（
中
国
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
タ
イ
、
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
、
フ
ラ
ン
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一五七
ほ
ぼ
同
数
が
必
要
と
認
め
（
使
用
者
が
相
対
的
に
多
し
、
「
今
日
の
必
要
に
対
応
し
た
主
題
を
取
り
上
げ
る
」
（
労
働
者
側
が
多
い
）
が
こ
れ
に
次
い
で
い
る
。
こ
れ
ら
の
国
内
の
意
見
は
、
総
会
の
討
論
お
よ
び
理
事
会
が
そ
の
後
採
用
し
た
方
針
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
っ
た
と
言える。ただし新規主題を取り上げるとの意見はかなりあり、その多くが新技術導入に関するものをあげたことが注
目
さ
れ
る
。
そ
の
ほ
か
取
り
上
げ
る
べ
き
主
題
と
し
て
多
国
籍
企
業
の
労
働
問
題
な
ど
が
あ
っ
た
。
総会における討議をみると、国際労働基準の制定に消極的な態度は、ＩＬＯ総会における議題数を減らし、制定の
・
ヘ
ー
ス
を
落
と
す
こ
と
が
望
ま
し
い
と
の
見
解
に
連
る
。
労
働
者
側
は
こ
れ
に
反
対
で
あ
る
（
例
え
ば
Ｉ
Ｃ
Ｆ
Ｔ
Ｕ
）
。
日
本
を
含
む
各
国使用者と政府は議題を減らすことにより、審議を十分行なうことができ、また、小国が討議に参加することを可能
に
す
る
と
し
て
い
る
。
後
の
点
は
、
総
会
に
お
い
て
議
題
ご
と
に
委
員
会
が
お
か
れ
、
実
質
審
議
は
こ
こ
で
行
な
わ
れ
る
た
め
、
大
き
な
規
模
の
代
表
団
を
送
れ
な
い
国
は
審
議
に
加
わ
れ
な
い
現
状
を
改
善
す
る
趣
旨
で
あ
る
。
国の政労使は、そ』
（９） 
す
べ
き
こ
と
、
そ
の
庁
前
述
の
通
り
で
あ
る
。
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一五八
ス
）
や
使
用
者
（
イ
ン
ド
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
）
に
よ
っ
て
主
張
さ
れ
た
。
理
事
会
の
構
成
を
全
構
成
国
の
実
態
を
反
映
す
る
よ
う
に
改
革する試みは、多年の努力を経て、’九八六年に一応結着をみたから、今後は議題の選択にあたり、発展途上国向け
の
も
の
が
多
く
な
る
可
能
性
が
生
ま
れ
た
。
八
四
年
の
段
階
で
は
当
時
の
理
事
会
の
も
と
で
、
地
域
諸
会
議
を
用
い
る
と
か
、
文
書
に
よ
っ
て
照
会
す
る
と
か
、
各
種
の
方
法
で
、
事
前
に
協
議
し
た
上
、
憲
章
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
理
事
会
が
決
定
す
る
こ
と
が
、
事
務
局
長
か
ら
示
唆
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
協
議
を
支
持
す
る
と
と
も
に
そ
の
具
体
化
に
つ
い
て
の
意
見
が
総
会
の
席
で
も
相
当
数
出
て
い
た
。
国内の意見調査でも、反応は類似していた。すなわち、「事前に地域会議等で意見をきく」（六三％が賛成）、「各国
労使が理事会に対して独自に意見を提案する」（五二％）、「議題選択についても各国政府に質問書を送る」（四○％）
と
な
っ
た
。
何
ら
か
形
の
事
前
協
議
を
支
持
す
る
者
が
多
い
と
い
え
る
。
し
か
し
、
従
来
方
式
の
方
が
意
見
が
ま
と
ま
り
易
く
能
率
的
で
あ
る
と
の
少
数
意
見
が
あ
っ
た
。
質
問
書
方
式
の
賛
成
者
が
少
な
い
の
は
、
議
題
審
議
に
あ
た
っ
て
の
協
議
に
つ
い
て
政
府
回
答
に
労
使
の
意
見
が
反
映
さ
れ
に
く
い
事
情
を
反
映
し
て
い
る
で
あ
ろ
う
。
以
上
、
何
ら
か
の
基
準
制
定
に
事
実
上
連
る
議
題
の
選
択
を
め
ぐ
っ
て
は
、
総
会
で
は
１
項
の
①
ａ
と
の
関
連
で
論
じ
ら
れ
た
が
、
①
ｂ
、
②
と
も
関
連
し
て
い
る
。
①
ｂ
と
の
関
連
で
は
、
ベ
ル
ギ
ー
政
府
が
、
発
展
途
上
国
の
関
心
に
合
わ
せ
て
議
題
を
決
め
る
と
工
業
国
は
関
心
を
失
う
だ
ろ
う
と
警
告
し
た
の
が
注
目
さ
れ
る
。
②
と
関
連
し
て
は
、
使
用
者
グ
ル
ー
プ
が
、
好
ま
し
い
労
使
関
係
、
有
能
な
労
働
行
政
、
生
産
性
と
産
業
の
成
長
と
調
和
し
う
る
社
会
進
歩
を
も
た
ら
す
よ
う
な
基
準
を
形
成
す
べ
き
こ
と
を
説
い
て
い
る
。
社
会
主
義
国の政労使は、それらの国で保障されている勤労権（国、宮Ｓ弓・『穴）こそもっとも基本的な権利でありこれを議題と
（９） 
す
べ
き
こ
と
、
そ
の
ほ
か
多
国
籍
企
業
の
規
制
を
取
り
上
げ
る
べ
き
こ
と
を
一
致
し
て
説
い
た
。
日
本
の
労
使
の
国
内
に
お
け
る
意
見
は
総
会
に
お
い
て
日
本
政
府
代
表
は
、
審
議
に
あ
た
り
発
展
途
上
国
の
意
見
が
よ
く
反
映
さ
れ
る
と
と
も
に
、
条
約
が
柔
軟
性
を
も
つ
べ
き
こ
と
を
主
張
し
た
。
こ
の
見
解
が
直
接
意
味
す
る
と
こ
ろ
は
、
国
際
労
働
基
準
が
、
低
い
発
展
段
階
の
国
に
と
っ
て
高
過
ぎ
る
場
合
、
こ
れ
は
関
連
の
な
い
文
書
と
な
っ
て
し
ま
う
が
、
柔
軟
な
条
項
が
お
か
れ
る
可
能
性
が
あ
れ
ば
、
発
展
途
上
国
も
審
議
に
積
極
的
に
参
加
す
る
と
い
う
こ
と
で
あ
ろ
う
。
そ
の
結
果
、
自
ら
に
適
し
た
条
項
が
実
現
さ
れ
、
成
立
し
た
条
約
が
広
く
批
准
さ
れ
て
、
適
用
国
の
範
囲
に
お
い
て
普
遍
的
と
な
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
論
理
は
総
会
に
お
い
て
広
く
受
け
入
れ
ら
れ
、
柔
軟
性
に
つ
い
て
多
数
の
発
言
が
あ
っ
た
。
し
か
し
、
そ
こ
に
は
、
お
の
ず
か
ら
一
ニ
ァ
ン
ス
の
違
い
が
あ
っ
た
。
発
展
途
上
国
の
政
府
お
よ
び
使
用
者
が
柔
軟
性
条
項
の
必要、さらには拡大を説き、工業国政府は概して普遍性を原則とし、柔軟性を譲歩として容認するとか、慎重に限定
す
べ
き
で
あ
る
と
し
て
い
る
。
例
え
ば
イ
タ
リ
ア
政
府
代
表
は
、
過
度
の
柔
軟
性
は
国
際
基
準
を
無
意
味
と
す
る
と
発
言
し
て
い
る
。
他
方
、
基
本
的
人
権
に
つ
い
て
は
柔
軟
性
を
認
め
る
べ
き
で
な
い
と
の
意
見
は
コ
ン
セ
サ
ス
を
得
た
。
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
の
使
用
者
は
有
害
物
質
の
規
制
に
つ
い
て
も
画
一
的
で
あ
る
べ
き
で
あ
る
と
し
た
。
柔
軟
性
を
も
つ
条
項
は
そ
れ
が
恒
久
的
で
あ
る
場
合
は
、
一
一
重
の
基
準
の
存在を意味するが、これは、従来からＩＬＯの討議では否定されて来た考え方で、総会でもＷＣＬ代表がこの趣旨を
強
調
し
て
い
た
。
イ
ン
ド
政
府
は
、
条
約
に
お
い
て
原
則
に
関
す
る
規
定
、
最
低
の
基
準
お
よ
び
高
位
の
基
準
を
お
い
て
、
批
准
後
漸
次
水準を高めてゆく興味深い提案を行なった。
国
内
の
意
見
調
査
に
お
い
て
は
、
関
連
す
る
若
干
の
質
問
を
行
な
っ
た
。
日
本
の
こ
と
を
離
れ
て
一
般
的
に
、
新
し
く
設
定
さ
れ
た
国
際
労
働
基
準
の
水
準
が
現
状
追
認
的
な
低
さ
で
あ
れ
ば
、
柔
軟
性
の
要
望
が
お
こ
る
可
能
性
は
少
な
い
が
、
改
善
を
も
た
ら
さ
な
い
で
あ
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一五九
４
普
遍
性
と
柔
軟
性
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一六○
ろ
う
。
’
九
八
一
’
八
四
年
に
採
択
さ
れ
た
基
準
に
つ
い
て
社
会
進
歩
と
現
実
性
の
バ
ラ
ン
ス
が
崩
れ
て
い
る
と
い
う
印
象
を
も
つ
も
の
があるか質問した答では、バランスが崩れているという答は一割程度であった。三者構成の全世界的討議の結果は、
と
り
た
て
て
問
題
と
さ
れ
て
い
な
い
と
言
え
よ
う
。
理
想
的
に
す
ぎ
た
と
感
じ
た
意
見
は
、
ほ
ぼ
八
一
年
の
家
庭
責
任
を
も
つ
労
働
者
条
約
（
一
五
六
号
）
に
集
中
し
た
。
日
本
の
実
情
を
超
え
る
規
定
を
含
ん
で
い
た
た
め
で
あ
る
。
同じ期間について、普遍性と柔軟性のバランスについて印象を聞いたところ、バランスが崩れていると答えた者は、
前
問
の
半
分
以
下
で
回
答
者
は
、
同
じ
く
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
審
議
に
問
題
を
感
じ
て
い
な
い
こ
と
が
判
明
し
た
。
柔
軟
性
が
な
さ
す
ぎ
た
と
感
じ
た
条
約
は
、
’
五
六
号
条
約
お
よ
び
一
五
五
号
条
約
（
職
業
上
の
安
全
と
健
康
、
一
九
八
一
年
）
で
あ
っ
た
。
つぎに、柔軟性が認められるべきでない分野についてチェックしてもらったところ、強制労働の禁止、結社の自由、
安
全
と
健
康
を
、
労
使
を
含
め
大
多
数
が
指
摘
し
た
。
児
童
労
働
の
規
制
（
六
七
％
）
、
職
業
生
活
に
お
け
る
差
別
撤
廃
（
五
八
％
）
も
高
か
っ
た
が
、
基
準
労
働
時
間
に
つ
い
て
は
使
用
者
を
中
心
に
普
遍
性
を
認
め
な
い
見
解
が
か
な
り
あ
っ
た
。
労
働
者
の
一
七
％
は
い
ず
れ
の
領
域
に
つ
い
て
も
柔
軟
性
を
認
め
る
べ
き
で
な
い
と
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
総
会
の
場
の
論
議
と
、
大
筋
に
お
い
て
似
て
い
る
と
言
っ
てよいが、ただこの調査で職業生活における差別撤廃についての意識が日本ではやや厳格でない可能性もある。重要
条
約
で
世
界
的
に
批
准
の
多
い
一
二
号
が
未
批
准
で
あ
る
こ
と
が
想
起
さ
れ
る
。
他
方
、
児
童
労
働
の
規
則
に
つ
い
て
の
右
の
高
い
比
率
は
、
発
展
途
上
国
で
児
童
労
働
が
今
日
な
お
広
汎
に
用
い
ら
れ
て
い
て
、
条
約
の
批
准
も
す
す
ん
で
い
な
い
一
方
、
日
本
で
は
教
育
の
普
及
の
半
面
と
し
て
事
実
上
児
童
労
働
は
ほ
と
ん
ど
姿
を
消
し
て
い
る
実
態
を
反
映
す
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
憲章上の国際労働基準には条約・勧告の二形式があるが、その最近の利用状況の実態とそれにどのような問題があ
り
、
そ
れ
を
ど
う
す
べ
き
か
に
つ
い
て
、
事
務
局
長
報
告
と
総
会
討
議
で
い
く
ら
か
ふ
れ
ら
れ
て
い
る
。
ま
ず
、
批
准
す
れ
ば
履
行
義
務
を伴う条約を政策のガイドラインである勧告より重視する考え方があり、労働者代表に特にその傾向が強い。総会で、
ＷＣＬ代表が条約でなくては労働者は満足しないと発言しているのが典型である。反面として事務局長報告が言うよ
う
に
、
勧
告
は
、
現
在
で
は
第
二
級
の
基
準
と
み
な
さ
れ
が
ち
な
状
況
で
あ
る
。
か
っ
て
は
、
独
立
の
勧
告
が
相
当
数
あ
り
、
｜
般
的
ま
た
は
、
実
際
的
政
策
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
経
験
不
十
分
な
先
行
的
政
策
な
ど
に
用
い
ら
れ
、
ま
た
各
国
で
団
体
交
渉
、
企
業
内
労
使
関
係
で
処
理
さ
れ
る
よ
う
な
事
項
に
つ
い
て
用
い
ら
れ
て
き
た
。
必
ず
し
も
第
二
級
基
準
で
は
な
い
こ
と
は
、
わ
が
国
に
お
け
る
労
働
時
間
短
縮
勧
告
（
二
六
号
、
一
九
六
一
一
年
）
の
影
響
か
ら
で
も
明
ら
か
で
あ
る
。
総
会
で
は
、
ベ
ル
ギ
ー
使
用
者
代
表
が
勧
告
の
受
入
れ
を
宣
言
す
る
制
度
を
設
け
る
べ
き
だ
と
発
言
し
た
。
使
用
者
グ
ル
ー
プ
は
勧
告
の
独
自
機
能
を
「
中
間
報
告
」
で
強
調
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
条
約
を
補
完
す
る
勧
告
が
近
年
、
数
の
上
で
支
配
的
に
な
っ
て
来
て
い
る
こ
と
へ
の
反
省
に
立
つ
も
の
で
あ
ろ
う
。
補
完
的
勧
告
は
、
条
約
で
原則を定め、詳細を勧告に譲ったり、条約より高い水準を高めるため用いられたりしている。もっとも有効な役割関
係
に
つ
い
て
研
究
が
必
要
で
あ
る
と
の
意
見
も
あ
っ
た
（
カ
ナ
ダ
政
府
）
。
条
約
と
勧
告
を
併
存
さ
せ
、
条
約
に
は
原
則
的
な
少
数
の
事
項を規定し、他を勧告に譲る考え方を総会で、政府と使用者の若干の代表者が唱えた。
つぎに条約の中に、宣言的条約（己【・日・は。ｇ｝８目の貝］・ロの）が現われて、条約と勧告の役割区分を複雑にしてい
る。批准国は一定の原則を実施する義務を負うが、具体的内容が確定しておらず、監視が困難である。条約が勧告に
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一一ハー
５
条
約
と
勧
告
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一一ハ一一
（、）
接近したものと一一言えよう。この種の条約については、義務の不明確から批判がある一方（イギリス政府）、義務づけ
を嫌う使用者は積極的に評価している（中間報告）。
条
約
に
つ
い
て
は
、
本
来
批
准
を
予
定
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
平
均
し
て
五
分
の
一
程
度
の
国
し
か
批
准
し
て
い
な
い
。
こ
の
こ
と
が
国
際
労
働
基
準
の
有
効
性
、
関
連
性
の
反
省
の
ひ
と
つ
の
端
緒
と
な
っ
た
。
し
か
し
、
未
批
准
の
条
約
も
政
策
の
目
標
と
な
り
、
勧
告
と
同
じ
効
果
を
も
つ
こ
と
は
あ
り
う
る
。
中
間
報
告
に
お
け
る
労
働
者
グ
ル
ー
プ
と
同
様
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
政
府
も
多
数
国
の
批
准
は
望
ま
し
い
が
目
的
と
す
べ
き
で
は
な
い
と
の
見
解
を
表
明
し
て
い
る
。
他
の
注
目
す
べ
き
発
言
と
し
て
、
未
批
准
の
条
約
に
つ
い
て
批
准
の
困
難
や
各
国
の
受
入
能
力
の
検
討
を
行
な
う
べ
き
で
あ
る
と
の
指
摘
が
あ
っ
た
ミ
ル
ギ
ー
政
府
）
総
会
の
討
議
で
、
条
約
批
准
が
少
な
い
こ
と
と
関
連
し
、
使
用
者
グ
ル
ー
プ
は
、
採
択
に
あ
た
っ
て
政
府
代
表
は
、
将
来
の
批
准
を
見
通
し
て
、
賛
成
投
票
を
行
う
べ
き
で
あ
る
の
に
、
現
実
は
そ
う
な
っ
て
い
な
い
こ
と
を
批
判
し
て
い
る
。
日
本
の
政
府
代
表
の
場
合
も
、
（ｕ） 
賛
成
投
票
と
批
准
と
は
区
別
し
、
大
綱
に
お
い
て
承
認
で
き
る
場
ム
ロ
、
賛
成
投
票
す
る
よ
う
で
あ
る
。
そ
の
後
、
批
准
の
意
思
が
あ
っ
て
も
国
内
法
と
の
具
体
的
突
き
合
せ
を
行
な
う
と
支
障
を
生
じ
、
容
易
に
批
准
が
進
ま
な
い
こ
と
と
な
っ
て
い
る
と
推
定
さ
れ
る
。
条
約
・
勧
告
の
関
係
に
つ
い
て
の
国
内
の
意
見
は
次
の
通
り
で
あ
っ
た
。
ま
ず
、
条
約
や
勧
告
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
関
係
者
に
よ
っ
て表明されてきた主要な見解をあげ、労使に賛否を尋ねた。
賛
成
の
多
か
っ
た
考
え
方
は
「
基
本
的
・
普
遍
的
事
項
は
条
約
と
し
、
細
目
や
各
国
の
法
・
慣
行
に
差
異
が
あ
る
も
の
は
勧
告
と
す
べ
きだ」が約一一一分の二、「条約と勧告の関係はこれまでも多様である。今後もケース・バイ・ケースで両者を使いわけ
て
ゆ
く
べ
き
だ
」
「
批
准
さ
れ
な
い
条
約
を
作
っ
て
も
無
意
味
だ
か
ら
重
要
で
基
本
的
な
事
項
に
し
ぼ
っ
て
条
約
と
す
べ
き
だ
」
が
こ
れ
に
次
い
で
い
る
。
こ
れ
ら
の
回
答
は
労
働
者
も
賛
意
を
示
し
て
お
り
、
併
立
型
勧
告
の
メ
リ
ッ
ト
を
認
め
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
他
方
、
ＩＬＯはその長い歴史のなかで、国際労働基準の適用監視について、複合した諸機関と手続を備えるようになった。
他
の
国
際
組
織
と
比
較
す
れ
ば
こ
れ
ら
は
充
実
し
て
お
り
、
批
准
さ
れ
た
条
約
の
実
効
の
確
保
に
寄
与
し
て
き
た
。
こ
れ
ら
の
う
ち
、
経
常
的
な
い
し
継
続
的
な
活
動
と
な
っ
て
い
る
条
約
勧
告
適
用
専
門
家
委
員
会
、
条
約
勧
告
適
用
総
会
委
員
会
お
よ
び
結
社
の
自
由
委
員
会
の
組
織
と
活
動
が
、
主
と
し
て
七
○
回
総
会
で
討
議
さ
れ
た
。
こ
の
う
ち
、
前
二
者
に
つ
い
て
は
、
前
年
、
東
欧
諸
国
の
根
本
的
な
批
判
（、）
が
メ
モ
ラ
ン
ダ
ム
の
形
で
提
出
さ
れ
て
い
た
た
め
、
総
会
に
お
い
て
も
多
数
の
代
表
が
こ
れ
を
め
ぐ
っ
て
論
じ
た
。
東
欧
諸
国
の
批
判
は
、
論
理
的
に
は
適
用
監
視
の
制
度
の
み
で
な
く
、
国
際
労
働
基
準
さ
ら
に
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
存
立
意
義
に
も
関
わ
る
も
の
で
あ
り
、
ま
た
、
体
制
を
超
え
て
客
観
的
な
法
律
的
判
断
は
成
立
し
得
る
か
な
ど
の
原
理
的
問
題
に
関
わ
っ
て
い
る
。
ま
た
、
実
際
的
に
は
東
西
の
政
治
対
立
を
反
映
す
る
も
の
で
あ
る
。
当
然
と
言
う
べ
き
で
あ
ろ
う
が
、
こ
の
よ
う
な
批
判
は
従
来
か
ら
あ
り
、
総
会
で
決
着
せ
ず
、
解
決
が
持
ち
越
東欧諸国の主張の要旨は次の通りである。すなわち専門家委員会の構成がＩＬＯ加盟国の現状を反映したものにな
っておらず、社会的・政治的システムの相違を無視して西側諸国の価値基準によってケースが取扱われるため、偏っ
た
判
断
に
な
っ
て
い
る
こ
と
（
①
）
、
一
部
の
グ
ル
ー
プ
は
こ
れ
を
政
治
的
に
利
用
し
総
会
委
員
会
は
、
社
会
主
義
諸
国
を
非
難
す
る
場
と
なっていること（②）、これらは、主権の侵害となっていること（③）。これらの問題を是正するには、適用監視機関の
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一一ハーーー
されている。
「
批
准
し
て
拘
束
力
を
生
じ
る
条
約
で
な
け
れ
ば
意
味
は
な
い
か
ら
、
可
能
な
限
り
条
約
と
す
べ
き
だ
」
の
考
え
方
は
、
全
体
と
し
て
は
比
率
は
低
い
も
の
の
労
働
者
の
六
割
が
同
意
し
て
い
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
総
会
討
議
同
様
国
内
で
も
労
使
の
意
見
は
明
確
に
割
り
切
れ
て
い
な
い
。
四
適
用
監
視
を
め
ぐ
る
対
立
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一六四
民主化等の改革が必要であり、総会に委員会を設け検討すべきこと（④）等である。
東
欧
側
の
立
場
に
対
し
、
西
側
先
進
国
の
政
労
使
は
、
わ
ず
か
な
一
三
ア
ン
ス
の
差
は
あ
る
も
の
の
、
｜
致
し
て
真
向
う
か
ら
反
対
し
、
（凪）
現
状
を
肯
定
す
る
。
発
展
途
上
国
の
相
当
数
は
東
欧
側
の
意
見
に
好
感
を
一
示
し
、
一
部
は
西
側
に
同
調
を
示
し
た
。
①
ｌ
専
門
家
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
は
、
個
人
の
資
格
で
選
ば
れ
、
批
准
さ
れ
た
条
約
と
国
内
法
令
の
対
比
等
を
客
観
的
に
ま
た
不
偏
の立場で行なうことが任務である。中国政府代表は、専門家も価値基準から自由でないと主張したが、西側の人々は、
そ
の
よ
う
に
考
え
な
い
。
中
国
政
府
の
よ
う
な
批
判
が
あ
る
以
上
、
専
門
家
の
構
成
に
つ
い
て
配
慮
す
る
こ
と
が
妥
当
で
あ
ろ
う
が
、
総
会
に
お
け
る
事
務
局
長
回
答
に
よ
る
と
、
既
に
バ
ラ
ン
ス
が
考
慮
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。
東
欧
の
主
張
は
体
制
の
違
い
に
応
じ
て
判
断
基
準
を
変
え
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
ア
ジ
ア
諸
国
を
含
む
相
当
多
数
の
発
展
途
上
国
は
、
発
展
段
階
に
応
じ
た
も
の
で
あ
る
べ
き
だ
と
し
、
適
用
に
お
け
る
柔
軟
性
を
主
張
す
る
。
こ
れ
に
対
す
る
反
論
は
、
こ
の
主
張
は
、
二
重
の
基
準
を
認
め
る
こ
と
と
な
り
、
そ
れ
ぞ
れ
独
自
な
解
釈
を
許
せ
ば
条
約
批
准
の
意
味
も
な
く
な
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
発
展
途
上
国
の
若
干
は
、
適
用
監
視
が
あ
ま
り
に
法
律
的
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
と
主
張
し
（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
）
、
パ
キ
ス
タ
ン
政
府
は
、
国
際
労
働
基
準
を
究
極
目
標
と
し
て
い
る
国
に
つ
い
て
は
、
条
約
の
要
求
を
全
部
満
た
し
得
な
く
て
も
非
難
さ
る
べ
き
で
は
な
い
と
発
言
し
た
。
こ
れ
ら
の
見
解
は
、
ＩＬＯ条約をも、法律的性格のない社会・労働政策の目標とみなしているもので、憲章の考え方を遥かに超えている。
②
と
関
連
し
、
総
会
委
員
会
に
は
、
条
約
未
批
准
の
国
ｌ
ア
メ
リ
カ
は
特
に
批
准
数
が
少
な
い
ｌ
も
加
わ
っ
て
西
側
の
問
題
は
放
置
し
た
ま
ま
、
社
会
主
義
国
に
お
け
る
人
権
関
係
条
約
の
問
題
等
を
し
ば
し
ば
取
り
上
げ
、
政
治
的
宣
伝
を
行
な
っ
て
い
る
と
東
欧
側
は
主
張
す
る
。
監
視
の
本
来
の
性
格
は
問
題
解
決
の
た
め
協
力
す
る
こ
と
に
あ
り
、
違
反
を
非
難
す
る
こ
と
で
は
な
い
と
も
主
張
す
る
。
総
会
委
員
会
に
お
け
る
手
続
の
主
要
部
分
は
、
専
門
家
委
員
会
の
報
告
に
よ
る
批
准
条
約
の
適
用
上
問
題
の
あ
る
一
定
の
ケ
ー
ス
を
選
ん
適用監視の機能とくに総会委員会のそれが、現実には制裁の色彩をもった運用となっており、対立激化や批准抑制
の
効
果
を
も
つ
と
い
う
の
が
東
側
の
判
断
で
あ
る
が
、
フ
ォ
ロ
１
ア
ッ
プ
に
よ
れ
ば
西
側
諸
国
は
、
公
式
手
続
を
避
け
る
た
め
の
道
義
的
圧
力
と
解
し
て
い
る
。
一
方
、
本
来
あ
る
べ
き
機
能
と
し
て
は
、
総
会
で
は
、
東
西
の
別
を
こ
え
て
、
対
話
、
問
題
解
決
の
奨
励
・
援
助
などであるとの発言があった。このような考え方によれば、既に試みられてきた直接接触（＆局のＲ８ｐＳＯ〔）や、問
題
解
決
の
た
め
の
技
術
援
助
が
好
ま
し
い
と
い
う
こ
と
と
な
る
。
こ
の
方
法
に
は
広
い
支
持
が
み
ら
れ
た
。
③に関しては、東欧諸国は、その社会的・政治的システムに適合する法の解釈適用を行なっており、異った社会・
政
治
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
解
釈
を
圧
し
つ
け
る
こ
と
は
、
国
家
の
主
権
を
侵
害
す
る
こ
と
に
な
る
と
理
解
し
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
西
側
の
主
張
は
、
自
ら
の
意
思
に
よ
り
条
約
を
批
准
す
る
以
上
、
批
准
に
伴
う
義
務
ｌ
そ
の
中
に
国
際
的
監
視
を
受
入
れ
る
こ
と
を
含
む
ｌ
を
履
行
す
べ
き
こ
と
は
当
然
で
あ
る
と
す
る
．
な
お
、
フ
ラ
ン
ス
政
府
代
表
は
、
適
用
監
視
の
機
構
は
労
働
者
の
権
利
を
擁
護
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
の
に
、
東
欧
諸
国
は
国
家
主
権
を
問
題
と
し
て
い
る
と
批
判
し
た
．
基
本
的
人
権
ｌ
東
欧
に
お
け
る
問
題
は
い（ｕ） 
ず
れ
も
基
本
的
人
権
に
関
す
る
ｌ
に
つ
い
て
、
国
家
主
権
を
超
え
て
国
際
的
な
関
与
を
指
向
す
る
考
え
方
に
連
る
発
言
と
考
え
ら
れ
る
．
④
は
、
理
事
会
の
構
成
が
西
側
工
業
国
中
心
で
あ
っ
た
当
時
の
状
況
か
ら
、
総
会
の
委
員
会
で
、
改
革
案
を
審
議
せ
よ
と
、
東
欧
諸
国
④は、理事会の構成が
が
主
張
す
る
も
の
で
あ
る
。
この問題についての、
で、当該国政府による釈明と参加者の質問によって討議を進め、報告書を総会に提出することである。報告書には、
特
別
。
ハ
ラ
グ
ラ
フ
、
特
別
リ
ス
ト
が
あ
り
、
重
要
な
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
叙
述
さ
れ
る
。
こ
の
部
分
の
取
扱
い
が
こ
れ
ま
で
も
論
争
点
と
な
って宍）た。
に
つ
い
て
の
、
総
会
に
お
け
る
日
本
政
府
の
発
言
は
、
体
制
を
超
え
た
画
一
的
適
用
と
現
行
制
度
を
支
持
す
る
も
の
で
あ
っ
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一六五
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一一ハーハ
たが、しばしば弁明の場に立たされる立場からか、ＩＬＯは裁判所ではなく、専門家会議意見は特定国を非難するも
の
で
あ
っ
て
は
な
ら
ず
、
直
接
接
触
の
よ
う
な
問
題
解
決
方
法
が
好
ま
し
い
と
し
た
。
使
用
者
代
表
は
、
使
用
者
グ
ル
ー
プ
同
様
に
、
画
一
的
適
用
、
現
行
機
構
支
持
を
表
明
し
た
。
事
務
局
長
報
告
は
、
最
近
、
結
社
の
自
由
委
員
会
へ
の
申
立
事
件
が
大
幅
増
加
し
て
い
る
こ
と
を
指
摘
し
た
が
、
日
本
の
労
働
代
表
は
、
重
大
な
労
働
組
合
権
の
侵
害
が
起
こ
っ
て
お
り
、
そ
れ
へ
の
対
処
が
必
要
で
あ
る
と
述
べ
た
。
これは適用監視機構の実効性に関する批判とも考えられる。
適
用
監
視
の
実
効
性
に
つ
い
て
は
、
前
述
の
論
議
の
中
で
、
現
行
機
構
が
有
効
に
機
能
し
、
指
摘
さ
れ
た
違
反
が
長
期
的
に
は
相
当
数
解
決
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
根
拠
と
し
て
、
こ
れ
を
擁
護
す
る
意
見
が
あ
っ
た
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
適
用
監
視
活
動
の
結
果
、
投
獄
さ
れ
て
い
た
労
働
組
合
リ
ー
ダ
ー
が
釈
放
さ
れ
る
と
い
っ
た
例
も
あ
っ
た
。
し
か
し
、
解
決
に
時
日
を
要
し
、
そ
の
間
に
活
動
家
が
処
刑
さ
れ
て
し
ま
う
か
も
知
れ
な
い
と
結
社
の
自
由
委
員
会
に
つ
い
て
、
Ｗ
Ｆ
Ｔ
Ｕ
の
代
表
は
述
べ
実
効
あ
る
措
置
を
考
慮
す
べ
き
だ
と
し
て
い
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
冒
頭
に
述
べ
た
国
際
組
織
の
性
格
か
ら
、
実
効
あ
る
措
置
は
加
盟
国
が
メ
ン
バ
ー
と
し
て
と
ど
ま
る
意
欲
を
失
な
わ
せ
る
ほ
ど
強
い
も
の
で
は
あ
り
え
な
い
。
以
上
の
よ
う
な
点
を
踏
ま
え
て
、
適
用
・
監
視
に
つ
い
て
国
内
で
意
見
を
調
査
し
た
結
果
は
次
の
通
り
で
あ
る
。
ま
ず
、
適
用
監
視
活
動
に
つ
い
て
、
｜
応
知
っ
て
い
る
人
は
六
五
％
程
度
と
な
る
が
、
意
見
を
言
い
う
る
人
は
、
全
体
の
四
分
の
一
程
度
で
あ
っ
た
。
制
度
が
複雑で専門的なことのためであろう。専門家委員会、総会委員会、結社の自由委員会について、それぞれ委員の構成
は
適
切
か
、
審
査
手
続
は
公
正
か
、
判
断
は
公
正
妥
当
か
と
質
問
し
た
が
否
定
的
意
見
は
ほ
と
ん
ど
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
効
果
が
あ
が
っ
て
い
る
か
と
い
う
質
問
に
対
し
て
は
、
否
定
的
な
意
見
が
相
当
あ
っ
た
。
専
門
家
委
員
会
に
つ
い
て
は
、
コ
メ
ン
ト
か
ら
み
て
そ
の
性
格
が
広
く
理
解
さ
れ
て
い
な
い
可
能
性
が
あ
る
が
、
否
定
的
意
見
が
か
な
り
多
か
っ
た
。
総
会
委
員
会
に
つ
い
て
も
、
否
定
的
意
見
が
若
げられる。
これは、
後
者
の
場
合
に
影
響
が
強
か
っ
た
分
野
と
し
て
は
「
団
結
権
」
が
別
格
と
い
う
べ
き
頻
度
で
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
ほ
か
、
男
女
の
機
会
均
等
と
平
等
、
婦
人
の
保
護
、
最
低
賃
金
制
、
労
働
時
間
、
週
休
制
、
有
給
休
暇
、
安
全
衛
生
、
三
者
構
成
、
社
会
保
障
な
ど
が
あ
干みられたが、政治色が強く出る、強制力がなく時間がかかるなどのコメントが付されている。結社の自由委員会の
効果についての否定的見解は少なかった。
以上、国内の意見では、総会における西側諸国の意見同様に、現行機構と手続は公正なものとみなされている。実
効
に
つ
い
て
は
疑
義
を
感
じ
て
い
る
向
き
が
あ
り
、
総
会
委
員
会
の
政
治
化
を
感
じ
て
い
る
者
も
い
る
こ
と
も
、
総
会
に
お
け
る
討
議
と
同様である。
１
影
響
に
つ
い
て
の
評
価
国
内
の
意
見
調
査
で
は
、
条
約
・
勧
告
の
日
本
へ
の
影
響
、
と
る
べ
き
態
度
等
に
つ
い
て
一
連
の
質
問
を
行
な
っ
た
。
こ
れ
ら
の
質
問
の
う
ち
、
総
会
に
お
け
る
討
論
と
関
連
の
あ
る
少
数
の
も
の
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
も
考
慮
し
な
が
ら
述
べ
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
条
約
・
勧
告
の
制
度
（
制
定
、
批
准
、
監
視
な
ど
）
は
、
日
本
に
対
し
て
こ
れ
ま
で
ど
の
よ
う
に
影
響
し
て
き
た
と
考
え
る
か
に
つ
い
て
質
問
し
た
と
こ
ろ
、
「
全
般
的
に
影
響
、
し
か
し
弱
い
」
が
最
も
多
く
、
二
部
の
分
野
に
強
く
影
響
」
が
こ
れ
に
次
い
だ
（三○％）。前掲の国際労働基準の現実的機能についての支配的な考え方、社会政策・労働立法のモデルを最低基準な
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一六七
五
条
約
・
勧
告
と
日
本
の
関
係
こ
の
こ
と
に
関
す
る
コ
メ
ン
ト
で
、
と
も
か
く
も
批
准
に
向
け
た
基
本
的
態
度
が
重
要
と
す
る
見
解
や
、
国
内
法
の
整
備
に
名
を
借
り
た
改
悪
の
例
も
あ
る
と
い
う
意
見
が
み
ら
れ
た
。
別論文（注１のもの）掲載の主要条約批准状況についての表を示した上、批准について自由意見を求めたところ、
三分の一の回答があった。批准が少ない（単に少いとするもの、経済大国として、ＩＬＯにおける地位から言って、
な
ど
）
と
言
う
意
見
、
お
よ
び
重
要
条
約
が
未
批
准
で
あ
る
と
の
意
見
が
多
か
っ
た
。
こ
れ
ら
は
主
と
し
て
労
働
者
側
の
意
見
で
あ
る
。
使用者の中に、批准の現状を肯定する意見、批准数は問題でないとする者も少数いた。末批准を問題とする立場では、
当
然
も
っ
と
批
准
せ
よ
、
重
要
条
約
を
批
准
せ
よ
と
い
う
こ
と
に
な
る
が
、
批
准
す
べ
き
条
約
と
し
て
あ
げ
ら
れ
た
も
の
で
は
労
働
時
間
日
本
政
府
は
、
国
内
法
令
を
》
者側は、妥当とみている者が
断
し
て
い
る
者
も
少
な
く
な
い
。
２
条
約
批
准
に
つ
い
て
の
考
え
方
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
批
准
に
つ
い
て
の
基
本
的
考
え
方
に
つ
い
て
の
回
答
（
も
っ
と
も
近
い
も
の
一
つ
）
で
は
、
使
用
者
の
場
合
、
適
切
な
も
のを選択して批准するとする者が多く（五七％）、労働者側では、できるだけ多く批准するとの意見が多い（六九％）。
労
使
の
立
場
か
ら
予
想
さ
れ
る
傾
向
と
言
え
る
。
そ
の
ほ
か
の
考
え
方
は
少
な
い
。
日
本
政
府
は
、
国
内
法
令
を
整
備
し
て
か
ら
条
約
を
批
准
す
る
方
針
を
と
っ
て
き
た
が
、
こ
の
態
度
に
つ
い
て
尋
ね
た
と
こ
ろ
、
使
用
者
側
は
、
妥
当
と
み
て
い
る
者
が
相
対
的
に
多
い
。
労
働
者
側
も
同
様
で
あ
る
が
、
同
時
に
未
批
准
の
理
由
と
な
り
望
ま
し
く
な
い
と
判
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一六八
いし標準として提供し、労働における基本的人権を保障することに対応した影響が、日本にも及んでいるという評価
を
示
す
も
の
で
あ
ろ
う
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
言
え
ば
八
七
号
条
約
と
い
う
イ
メ
ー
ジ
が
強
い
が
、
そ
れ
は
労
使
リ
ー
ダ
１
に
も
当
て
は
ま
る
。
３
監
視
機
構
の
利
用
日
本
で
は
、
公
務
・
公
共
部
門
の
労
働
組
合
が
し
ば
し
ば
、
結
社
の
自
由
委
員
会
に
事
件
を
持
ち
込
み
、
ま
た
、
条
約
・
勧
告
適
用
専
門
家
委
員
会
に
問
題
を
通
知
し
た
り
し
て
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
監
視
機
構
を
利
用
し
て
き
た
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
、
八
七
号
条
約
を
批
准
し
た
国
は
も
ち
ろ
ん
、
末
批
准
の
加
盟
国
に
つ
い
て
も
、
結
社
の
自
由
を
擁
護
す
る
た
め
に
制
度
を
準
備
し
て
き
た
以
上
、
国
内
で
団
結
権
を
め
ぐ
り
困
難
な
問
題
が
生
じ
た
場
合
、
こ
れ
ら
の
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
は
不
自
然
な
こ
と
と
は思われない（①）。他方、監視活動の役割は、既にみたように、適用上問題があれば指摘し、道義的圧力なり協力に
よ
っ
て
ギ
ャ
ッ
プ
を
埋
め
さ
せ
る
こ
と
に
あ
る
。
ギ
ャ
ッ
プ
を
埋
め
る
こ
と
は
当
該
国
内
の
努
力
に
よ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
こ
で
国
内
に
お
け
る
自
主
的
解
決
が
不
可
欠
で
あ
る
。
そ
う
で
あ
れ
ば
、
最
大
限
に
国
内
で
問
題
解
決
を
図
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
（
②
）
。
こ
の
問
題
に
つ
い
て
、
労
使
は
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
で
あ
ろ
う
か
。
調
査
結
果
で
は
、
使
用
者
は
②
、
労
働
者
は
①
の
考
え
を
支
持
す
る
傾
向
が
あ
っ
た
。
調
査
票
に
お
け
る
全
体
的
コ
メ
ン
ト
の
中
で
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
監
視
機
構
を
利
用
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
批
判
が
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一六九
関係が群を抜いていた。その他は一四四号条約、女子労働関係などであった。批准の進まない理由についてふれる回
答
が
若
干
あ
っ
た
。
そ
の
内
容
と
し
て
は
政
府
の
消
極
的
姿
勢
、
労
働
組
合
の
取
組
み
の
弱
さ
な
ど
を
指
摘
し
て
い
る
。
個々の意見で示唆に富む意見もあった。日本の特殊性を主張する時期は終った（使用者）、批准できない場合に理
由を明示すべきだ（使用者）、三者構成の専門委員会（労働省が設置したもの）に期待する（労働側）、国内実態が整
わないで批准はあり得ぬ、労働組合の力量不足が末批准に反映している（労働側）、一般の人にも知られるようにす
る
こ
と
が
批
准
に
連
る
な
ど
。
４
国
内
諾
活
動
と
の
関
連
ＩＬＯは、三者構成原則に立っているが、これは、加盟国の国内でもこの原則またはこれと適合的な手続を推進す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
個
別
の
条
約
・
勧
告
の
中
に
、
三
当
事
者
間
の
協
議
に
つ
い
て
の
条
項
が
お
か
れ
る
こ
と
が
多
い
。
国
際
労
働
基
準
に
関
す
る
諸
手
続
に
つ
い
て
も
こ
の
原
則
を
適
用
し
よ
う
と
し
た
の
が
、
’
四
四
号
条
約
で
あ
る
。
こ
れ
は
批
准
す
れ
ば
、
未
批
准
条
約
が
定
期
的
に
点
検
さ
れ
る
と
と
も
に
、
条
約
・
勧
告
の
制
定
・
実
施
に
つ
い
て
の
労
使
の
参
加
が
よ
り
実
質
化
さ
れ
、
手
続
自
体
の
質
も
高
ま
る
と
期
待
さ
れ
る
と
こ
ろ
か
ら
、
七
○
回
総
会
の
討
論
の
終
末
で
も
事
務
局
長
が
、
各
国
の
批
准
を
要
請
し
た
。
討
論
の
中
で
も
、
こ
の
ほ
か
、
公
務
・
公
共
部
門
で
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
監
視
機
関
に
訴
え
る
こ
と
に
つ
い
て
、
労
働
者
で
は
、
こ
れ
が
日
本
政
府
が
団
結
権
に
関する普遍的権利を受け入れないことから生じると考えている者（四一一％）、使用者では、政府の行動は、ＩＬＯの
団結権に関する政策と矛盾しないとする者がかなりみられた（三一一一％）。ＩＬＯは、団結権を擁護する立場上、また
さらには、労働者を国家から独立した主体と認める基本的傾向から、公務員の範囲を狭く限定する考えに立っており、
そ
の
た
め
、
国
内
の
公
務
員
労
働
者
は
労
働
基
本
権
に
つ
き
国
内
で
争
う
よ
り
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
場
で
争
う
方
が
有
利
と
な
る
傾
向
が
あ
る
た
め
、
監
視
機
構
に
訴
え
る
傾
向
を
生
ず
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
て
、
関
連
の
質
問
を
行
な
っ
た
が
、
こ
の
考
え
方
を
支
持
し
た
者
は
全
体
の
一
三
％
に
と
ど
ま
っ
た
。
概
し
て
こ
の
項
目
で
は
、
労
使
の
意
見
の
懸
隔
が
目
立
つ
と
言
え
よ
う
。
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一七○
出
て
い
た
。
主
な
も
の
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
が
恩
恵
を
施
す
機
関
で
あ
る
と
の
錯
覚
を
止
め
よ
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
具
体
的
な
紛
争
を
解
決
す
る
裁
判
所
で
は
な
い
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
提
訴
機
関
で
は
な
く
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
で
あ
る
と
い
う
の
も
の
で
、
い
ず
れ
も
国
内
に
お
け
る
自
主
的
解
決
を
本
筋
と
み
な
す
も
の
で
あ
っ
た
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
と
関
連
し
て
今
後
国
内
で
し
て
ゆ
く
べ
き
こ
と
と
し
て
は
、
末
批
准
条
約
と
勧
告
実
施
状
況
に
つ
い
て
の
定
期
的
点
検
、
成
立
し
た
条
約
・
勧
告
が
国
会
に
報
告
さ
れ
る
と
き
実
質
審
議
す
る
こ
と
、
一
四
四
号
条
約
批
准
、
解
説
書
の
刊
行
、
労
使
団
体
内部での啓蒙活動などを指摘するものが多い。
この一一つの意見を述べた者は、その理由として、ＩＬＯが三者構成原則に立つ以上国内でもそれを実現するのが当
然
で
あ
る
、
国
内
で
の
三
者
構
成
ま
た
は
、
労
働
組
合
の
政
策
参
加
が
望
ま
し
い
（
保
障
さ
れ
る
）
こ
と
を
あ
げ
る
者
が
多
か
っ
た
。
直
ち
に
批
准
す
べ
き
だ
と
の
考
え
方
で
は
、
こ
の
ほ
か
、
条
約
の
批
准
が
促
進
さ
れ
る
と
期
待
す
る
者
が
多
か
っ
た
。
｜
方
、
批
准
に
消
極
的
な
意
見
が
使
用
者
を
中
心
に
若
干
み
ら
れ
る
。
政
府
が
労
使
の
意
見
を
聞
い
て
Ｉ
Ｌ
Ｏ
に
伝
え
て
い
る
か
ら
現
状
で
差
支
え
な
い
と
い
う
意
見
の
ほ
か
、
条
約
が
国
内
の
こ
と
に
介
入
し
過
ぎ
る
、
団
体
の
自
治
と
三
者
協
議
は
一
致
し
な
い
と
こ
ろ
が
あ
る
と
の
意
見
が
あ
っ
考
え
ら
れ
る
。
自
国
の
経
験
と
し
て
、
’
四
四
号
条
約
の
批
准
、
あ
る
い
は
国
内
に
お
け
る
三
者
構
成
会
議
の
設
置
に
よ
っ
て
、
手
続
が
円
滑
と
な
り
関
係
者
を
満
足
さ
せ
る
よ
う
に
な
っ
た
（
イ
タ
リ
ア
政
府
）
、
国
内
政
策
形
成
に
寄
す
る
よ
う
に
な
っ
た
（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
）
な
ど
の
発言もあり、とくにベルギー政府代表は、この条約の、国際労働基準の各国への普及の手段として期待を表明してい
こ
の
よ
う
に
、
一
四
四
号
条
約
が
批
准
さ
れ
る
場
合
、
条
約
・
勧
告
は
制
定
か
ら
批
准
、
実
施
の
各
段
階
に
つ
い
て
国
内
で
も
シ
ス
テ
マ
テ
ィ
ッ
ク
に
検
討
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
’
四
四
号
条
約
は
「
直
ち
に
批
准
す
べ
き
だ
」
（
全
体
の
四
三
％
、
労
働
側
の
六
四
％
）
、
「批准について検討すべきだ」（全体の一一一一一％、使用者側の三一一一％）となり、リーダーの見解は批准にかなり積極的と
た。 る
０ 
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一
七
一
５
産
業
委
員
会
・
類
似
委
員
会
産
業
委
員
会
・
類
似
委
員
会
は
、
産
業
レ
ベ
ル
で
国
内
の
労
使
代
表
が
各
国
の
労
使
お
よ
び
Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
接
触
す
る
場
と
な
っ
て
い
る
。
国際労働基準に関連した質問で、委員会の決議等の位置を高めてゆくべきだとの考え方に約四割の者が賛成していた。
ま
た
回
答
者
の
約
半
数
が
産
業
委
員
会
・
類
似
委
員
会
の
出
席
経
験
を
も
っ
て
い
る
。
委
員
会
で
は
、
ま
ず
主
要
関
係
国
労
使
が
当
該
産
業の労働問題について、情報交換し、相互理解する機能があるが、この機能は有効であったとする見解が支配的であ
る
。
以
前
の
決
議
等
の
各
国
に
お
け
る
実
施
状
況
や
問
題
点
の
把
握
は
出
来
た
と
い
う
意
見
が
多
い
が
、
個
別
議
題
に
つ
い
て
妥
当
な
政
策を打ち出せたかについては、肯定的意見は出席経験者の半ばに達していない。
ま
た
、
回
答
に
よ
る
と
、
委
員
会
の
従
前
の
決
議
・
結
論
は
十
分
に
知
ら
れ
て
お
ら
ず
、
会
議
出
席
者
は
産
業
別
団
体
と
の
意
見
疎
通
な
し
に
会
議
に
出
席
す
る
こ
と
が
少
な
く
な
い
。
し
か
し
、
回
答
者
の
経
験
と
し
て
、
帰
国
後
の
報
告
は
よ
く
行
わ
れ
、
他
産
業
へ
情
報
が
流
さ
れ
る
こ
と
も
あ
る
。
総
括
し
て
、
委
員
会
の
決
議
・
結
論
の
影
響
が
国
内
に
少
し
ま
た
は
お
お
い
に
あ
る
と
す
る
意
見
は
、
ほ
と
ん
ど
ま
た
は
全
く
な
い
と
す
る
意
見
を
若
干
上
回
る
。
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一七二
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
関
連
し
て
、
日
本
側
か
ら
Ｉ
Ｌ
Ｏ
に
働
き
か
け
た
り
、
利
用
し
た
り
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
質
問
で
は
、
条
約・勧告のあり方について抜本的再検討が行われる機運なのでこれに積極的に参加することをあげる意見が多く（六
六
％
）
、
地
域
活
動
で
日
本
が
積
極
的
役
割
を
果
た
す
こ
と
、
日
本
の
慣
行
を
Ｉ
Ｌ
Ｏ
事
務
局
・
理
事
な
ど
に
よ
く
理
解
さ
せ
る
こ
と
、
各
国
と
共
通
の
問
題
を
労
働
基
準
に
取
上
げ
て
も
ら
う
こ
と
を
あ
げ
る
者
も
少
な
く
な
い
（
四
割
以
上
）
。
し
か
し
、
コ
メ
ン
ト
の
な
か
に
、
各
国
が
慣
行
を
主
張
す
れ
ば
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
成
立
し
な
い
、
慣
行
の
国
際
化
が
必
要
で
あ
る
と
の
記
述
も
み
ら
れ
た
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
活
動
全
般
か
ら
日
本
が
う
け
て
い
る
利
益
と
し
て
は
、
労
働
問
題
に
つ
い
て
の
示
唆
や
情
報
を
得
ら
れ
る
と
す
る
者
が
多
い
。
ま
た
、
国
際
社
会
の
一
員
と
し
て
相
応
し
い
位
置
づ
け
や
評
価
が
与
え
ら
れ
る
と
の
見
解
も
半
数
近
い
。
労
働
側
で
は
さ
ら
に
政
策
の
モ
デ
ル
が
与
え
ら
れ
た
り
、
日
本
の
労
働
条
件
が
改
善
さ
れ
る
と
期
待
し
て
い
る
者
も
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
日
本
に
と
っ
て
不
利
な
国
際
競争がＩＬＯ活動で緩和されるとみる者は少ない。
ま
た
、
こ
の
質
問
に
関
す
る
コ
メ
ン
ト
と
し
て
、
こ
の
質
問
設
定
に
同
意
で
き
な
い
と
言
う
意
見
お
よ
び
貢
献
の
方
が
大
事
で
あ
る
と
の意見があった。また、さきに紹介したように（二）、労働条件、社会政策の国際的レベル・アップの中で日本も利
益
を
う
け
る
と
い
う
労
働
者
側
の
見
解
も
あ
っ
た
。
最後に、全体としての自由記述欄を設けたが、ＩＬＯの活動全般について、およびＩＬＯと日本との関係について
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一七三
す
べ
き
こ
と
（
特
に
産
業
－
材の派遣があげられた。
６
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
活
動
全
般
と
の
関
連
条約・勧告以外で、ＩＬＯ活動に対して日本側から貢献を高めるべき分野についての意見は、さきに二でふれた。
自
由
回
答
で
み
る
と
、
全
体
的
な
こ
と
と
し
て
、
日
本
が
ア
ジ
ア
諸
国
の
中
で
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
す
る
こ
と
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
事
務
局
の
果
し
て
来
た
よ
う
な
役
割
吉
本
が
ア
ジ
ア
で
行
な
う
べ
き
こ
と
、
運
営
に
関
し
て
、
各
種
会
議
に
ｌ
内
容
的
に
ｌ
積
極
的
に
参
加
す
べ
き
こ
と
（
特
に
産
業
委
員
会
で
の
日
本
語
使
用
の
要
望
が
多
し
が
主
張
さ
れ
た
。
ま
た
、
事
務
局
や
各
種
分
野
で
活
躍
で
き
る
人
出
席
者
の
会
議
に
対
す
る
評
価
は
高
い
と
い
え
よ
う
が
、
こ
れ
ら
の
委
員
会
は
開
催
頻
度
が
少
な
い
こ
と
を
は
じ
め
、
国
内
の
労
使
産
業
組
織
と
の
有
効
な
結
び
つ
け
に
困
難
が
あ
る
も
の
と
い
え
よ
う
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
し
て
は
、
発
展
途
上
国
が
多
数
加
盟
し
て
き
た
こ
と
か
ら
、
条
約
・
勧
告
を
そ
の
必
要
性
を
と
り
入
れ
た
も
の
と
し
て
ゆ
く
こ
と
、
こ
れ
ら
の
国
の
要
望
と
し
て
技
術
協
力
へ
の
要
請
が
強
い
が
、
そ
の
位
置
づ
け
が
問
題
で
あ
る
こ
と
、
条
約
の
適
用
監
視
に
つ
き
批
判
が
で
て
い
る
こ
と
が
主
要
な
問
題
で
、
い
ず
れ
も
Ｉ
Ｌ
Ｏ
ま
た
は
国
際
労
働
基
準
の
根
本
に
関
わ
っ
て
い
る
。
第
一
の
点
に
つ
い
て
は
、
基
準
に
柔
軟
性
を
与
え
て
、
条
約
の
地
理
的
普
遍
性
を
高
め
る
方
向
に
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
あ
る
と
思
わ
れ
、
こ
れ
に
伴
い
、
国
際
労
働
基
準
の
機
能
を
公
正
競
争
の
実
現
と
み
な
す
考
え
方
は
後
退
し
た
。
コ
ス
ト
に
関
連
す
る
と
こ
ろ
の
大
き
い
労
働
・
生
活
の
最
低
限
よ
重
要
な
差
も
あ
る
。
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一七四
叙
述
が
あ
り
、
後
者
が
格
段
に
多
か
っ
た
。
後
者
の
内
容
と
し
て
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
へ
の
関
心
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
へ
の
関
与
の
ス
タ
ン
ス
と
貢
献
、
監
視
機
構
と
利
用
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
主
要
活
動
（
と
く
に
条
約
・
勧
告
に
つ
い
て
）
に
関
す
る
も
の
、
国
内
活
動
な
ど
で
あ
っ
た
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
へ
の
関
心
に
つ
い
て
は
、
回
答
者
自
身
、
労
使
そ
れ
ぞ
れ
に
関
心
が
低
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ
、
国
内
活
動
と
し
て
会
議
出
席
者
が
報
告
の
機
会
を
もつべきこと、広報・啓蒙・教育の必要性、労働組合の日常活動との結合の必要性が説かれた。ＩＬＯの関与のスタ
ン
ス
に
つ
い
て
は
、
ア
ジ
ア
・
太
平
洋
地
域
で
の
リ
ー
ダ
シ
ッ
プ
を
と
る
と
い
う
意
見
の
ほ
か
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
で
は
政
治
的
利
害
が
絡
み
合
う
中
で
、
発
展
途
上
国
と
先
進
国
の
仲
介
の
役
割
を
果
た
す
べ
き
だ
と
の
労
使
の
意
見
が
あ
っ
た
。
そ
の
ほ
か
の
意
見
は
、
ほ
ぼ
そ
れ
ぞ
れ
の
項
目
で
述
べ
て
き
た
こ
と
に
つ
き
る
。
国
際
労
働
基
準
に
つ
い
て
Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
構
成
国
の
間
で
現
在
問
題
と
な
っ
て
い
る
基
本
問
題
と
そ
れ
に
つ
い
て
の
意
見
と
対
比
さ
せ
つ
つ
、
日
本
の
労
使
リ
ー
ダ
ー
の
意
見
を
検
討
し
て
き
た
。
調
査
で
表
明
さ
れ
た
意
見
は
、
国
際
舞
台
に
お
け
る
も
の
と
ほ
ぼ
並
行
し
て
い
る
が
、
六
結
び
国
内
に
お
い
て
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
に
関
す
る
知
識
の
普
及
度
が
低
く
、
関
心
が
低
い
こ
と
が
問
題
で
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
回
答
者
自
身
に
つ
い
て
そ
う
述
べ
て
い
る
も
の
も
あ
っ
た
。
適用監視や産業委員会の活動等について、十分に知識のある者は、労使リーダーのなかでも少ないと見受けられる。
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一七五
り
は
、
基
本
的
人
権
に
つ
い
て
普
遍
性
を
認
め
よ
う
と
し
て
い
る
。
日
本
の
労
使
で
は
、
当
面
す
る
貿
易
摩
擦
か
ら
、
公
正
競
争
の
原
則
に
関
心
が
強
い
よ
う
で
あ
る
し
、
基
本
的
人
権
関
係
の
重
要
条
約
（
’
○
五
号
お
よ
び
二
一
号
）
を
批
准
し
て
い
な
い
点
で
、
世
界
的
な
傾
向
か
ら
の
ず
れ
を
示
し
て
い
る
。
第
二
の
点
は
、
技
術
協
力
自
体
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
国
際
労
働
基
準
と
の
相
互
補
完
を
図
る
と
い
う
の
が
、
総
会
に
お
け
る
平
均
的
意
見
と
言
え
よ
う
。
日
本
政
府
代
表
も
こ
の
よ
う
な
方
向
で
協
力
を
約
束
し
た
。
意
見
調
査
に
は
、
こ
の
よ
う
な
政
策
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
と
人
材
を
得
る
た
め
努
力
が
必
要
で
あ
る
こ
と
な
ど
が
暗
示
さ
れ
て
い
る
。
第
三
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
お
よび国際労働基準の原則に関わるため、西側諸国の政労使が一致して現行の監視機構や手続を支持し、日本も同様で
ある。一方、日本では、「ＩＬＯ提訴」をどう評価するかという問題があるが、これは、ＩＬＯの適用監視の性格を
ど
う
理
解
す
る
か
の
点
で
関
わ
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
裁
判
所
で
は
な
い
と
言
わ
れ
る
が
、
こ
の
際
若
干
表
明
さ
れ
て
い
る
監
視
機
構
が
実
効
性
を
も
た
な
い
と
い
う
意
見
の
実
効
性
の
内
容
が
問
題
で
あ
る
。
条
約
に
つ
い
て
法
律
専
門
家
に
よ
る
判
断
を
示
し
た
上
こ
れ
に
基
き
当
該
国
に
従
う
よ
う
助
言
・
援
助
す
る
こ
と
、
せ
い
ぜ
い
国
際
世
論
の
圧
力
に
よ
り
道
徳
的
説
得
を
す
る
こ
と
が
専
門
家
委
員
会
、
事
務
局
長
等
の
理
解
で
あ
る
。
こ
れ
が
効
果
を
生
じ
る
場
合
も
生
じ
な
い
場
合
も
あ
っ
た
。
判
断
が
示
さ
れ
る
と
し
て
も
、
問
題
の
解
決
は
国
内
で
自
主
的
に
な
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
国
内
に
お
け
る
自
主
解
決
の
努
力
な
し
に
Ｉ
Ｌ
Ｏ
監
視
機
構
を
利
用
す
る
こ
と
は
問
題
が
あ
ろ
う
が
、
問題の一定段階で、普遍的基準と照査し、それを参照してその解決に努めることは、この制度の予定するところであ
る。
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一七六
国際労働基準の日本への影響は、社会・労働政策全般に対して弱い影響を及ぼすが、公務・公共部門の団結権の問題
の
み
に
つ
い
て
は
強
い
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
国
際
労
働
基
準
は
、
政
策
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
し
て
、
ま
た
基
本
的
人
権
を
含
む
普
遍
的
最
低
基
準
と
し
て
受
け
取
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
あ
る
が
、
国
内
の
政
策
と
シ
ス
テ
マ
テ
ィ
ッ
ク
に
結
合
さ
れ
て
お
ら
ず
、
そ
れ
ゆ
え
一
般
に
関
心
も
低
く
、
影
響
は
全
般
的
で
あ
っ
て
も
弱
い
こ
と
に
な
ら
ざ
る
を
得
な
い
。
労
働
側
リ
ー
ダ
ー
は
、
な
る
べ
く
多
く
条
約
批
准
を
要望しているが、政策のガイドラインとしては勧告がより重要である場合もあろう。しかし、実際は、少数の例外を
除き勧告について論じられることは少ない。回答者の相当数が望んでいるように一四四号条約が批准されれば、勧告
を含め、国際労働基準の扱う個々の主題について、国際基準に照らした問題点が明らかになり、また国内政策に関す
る
示
唆
が
得
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。
（注）
（１）「国際労働基準の基本性格ｌ組織論的・労使関係論的考察」『社会労働研究』第三一巻第三・四号
（
２
）
最
近
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
総
会
、
産
業
委
員
会
に
出
席
し
た
労
使
の
リ
ー
ダ
ー
、
お
よ
び
労
使
の
中
央
組
織
で
Ｉ
Ｌ
Ｏ
ま
た
は
国
際
労
働
問
題
を
扱
う
委
員会のメンバー等のリーダー、労働者側一五四名、使用者側七七名、計二一一一一名に調査票を送り、回答を依頼した。’二○
名（使用者側四一一名労働者側七八名）から回答が寄せられた。実施期間一九八五年二月～五月。付表参照。
（３）円Ｐ胃ミミ言冒Ｒｇ・ミＳ蟇曹尽の§§萱吾の③翰書薯の§、冒忌屡宛§員。『⑮。§（誉圏』や設・
どきｇ，這旦ｏ・ミミＲｂ易；吻言・贄ミミミミミドｇ・ミの甘言ミ号（の国・呂吟一一一画．ｚ・弓の日ワ円』①震）（以下「フォロ
ーァップ」）。、。固§ｍｅミ『ミミミ・悪蒼困、ロミ・言冒厭きロ言菖ａＥｓ・ミ旨量ｓ号（○国・邑一］一一画］》三口目三℃、③（以下
「中間報告」）
（
７
）
例
え
ば
カ
ナ
ダ
政
府
、
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
使
用
者
。
（８）例えば、セネガル、バーレイン、パキスタン各政府。中間報告における労働者グループの立場もこれに当る。オーストラ
リ
ア
政
府
は
国
際
基
準
が
直
ち
に
実
施
さ
れ
な
く
と
も
目
標
と
な
り
う
る
と
し
た
。
こ
れ
は
、
最
低
水
準
か
最
適
水
準
か
の
二
者
択
一
で
な
く
、
両
者
を
関
連
つ
け
る
も
の
で
あ
る
。
（９）ＩＬＯも、重要条約として一雇用政策条約（一二二号、’九六四年）と関連勧告をもち、特に後者については一九八四年に
補
足
的
勧
告
を
採
択
し
て
い
る
。
し
か
し
、
一
二
二
号
条
約
で
は
、
批
准
国
が
自
由
に
選
択
さ
れ
た
仕
事
に
よ
る
完
全
雇
用
を
目
指
す
政
策
を
樹
立し追求すべきこととしており、個人の権利を保障していない。他方、ＩＬＯにおける西側の使用者等は、自由な経済活動
が否定されていることから、東欧の雇用保障に疑惑の念をもっているようである。
（
、
）
最
近
の
条
約
に
お
け
る
批
准
国
の
義
務
を
柔
軟
な
ら
し
な
る
も
う
ひ
と
つ
の
措
置
は
、
実
質
的
同
等
条
項
（
の
ｇ
の
Ｂ
呂
巴
①
Ｃ
三
ぐ
巴
の
ｐ
Ｃ
の
（
６
）
七
○
回
総
会
で
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
を
明
示
的
に
組
織
体
と
し
て
把
握
す
る
見
解
や
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
な
い
し
国
際
労
働
基
準
と
自
国
ま
た
は
労
使
の
目
標
や
利
害
関
係
を
ど
の
よ
う
に
見
て
い
る
か
を
示
す
次
の
よ
う
な
発
言
が
み
ら
れ
た
。
イ
タ
リ
ア
使
用
者
代
表
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
を
組
織
体
と
し
て
把
え
、
国
際
労
働
基
準
と
監
視
の
機
能
を
強
化
し
つ
つ
、
他
の
組
織
体
と
同
様
安
定
と
変
化
を
な
し
と
げ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
論
じ
た
。
フ
ラ
ン
ス
の
使
用
者
は
、
各
国
政
府
が
自
国
の
こ
と
の
み
で
な
く
世
界
の
た
め
の
立
法
に
参
加
し
て
い
る
こ
と
を
自
覚
す
べ
き
だ
と
述
べ
た
。
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
は
経
済
発
展
と
労
働
者
の
保
護
も
両
立
す
る
よ
う
に
国
際
労
働
基
準
を
選
択
し
て
き
た
と
す
る
。
ベ
ル
ギ
ー
政
府
は
、
国
際
労
働
基
準
の
監
視
に
関
し
て
、
加
盟
国
が
自
国
の
主
権
を
主
張
す
る
よ
り
は
国
際
基
準
に
従
う
こ
と
が
共
通
利
益
と
な
る
と
認
め
る
傾
向
が
強
ま
っ
た
と
述
べ
て
い
（４）閂ＰＣ冒二、ミミミミトｇ・ミＯ・菖司蔚菖Ｒ「三一冒吻言・宛倶冒弓＆言□、Ｒミー（卍ミミ》］①詮も．こ・なおこの文書は事務局
長報告と呼ぶ。総会出席者も注目して何人か引用しているこの表現は、アルベール・トマ以来のものである。（ニコラス・
バルティコス箸、吾郷真一訳『国際労働基準とＩＬＯ』三省堂一九八四年、一五～一六。ヘージ。）フォローアップでは経済
と
社
会
の
調
和
あ
る
発
展
と
表
現
し
て
い
る
。
（５）の芹＆ぐのロの⑩の．『の一のぐ目、①の用語は、総会の発言その後の報告にしばしば登場している。国際労働基準の評価基準となっ
巳目の①）である。
る。 の魚のＯ画くのロの⑩の）・
ていると思われる。
国
際
労
働
基
準
の
基
本
問
題
と
わ
が
国
労
使
の
態
度
一七七
〔付記〕本稿の準備のため、文部省科学研究費補助金二般研究（Ｂ））を利用した。
国際労働基準の基本問題とわが国労使の態度
一七八
（、）『衆議院外務委員会議事録』一九七一一一年六月一日、『参議院外務委員会議事録』一九七三年六月一九日
（皿）閂ＰＣ冒鷺冒菩ミヘドｇ・ミＳ曹司忌魯Ｂの賃］‐琶萱ｓ、⑯量冨の§８．］①毘宛§ミミコ。§譽璃ご墨「亘～】①
（Ⅲ）東欧諸国の代表的見解は、ソビエト政府、ブルガリア政府、西欧の見解はフランス（政府、使用者）、西ドイツ（政府、
労働者）などにみられる。
、
）
高
野
雄
一
『
国
際
社
会
に
お
け
る
人
権
』
岩
波
書
店
、
一
九
七
七
年
。
(付表）
ILO条約・勧告に関する
労使リーダーの意見調査(抄）
一ILO研究プロジェクト１９８５年２月一
１回答の数字を○で囲み，空欄をみたして下さい．
２設問の必要上，およびあまり知られていないことについて参考資料
を作りました．
質問に＊印のあるものには説明があります．
３所属組織の公式見解というよりは，個人の見解によりお書きくださ
い．
配布計２３１労１５４使７７ 集計計１２０労７８使４２
ＩＬＯ条約・勧告について
(日本のことを一応離れて一般的に）伺います。
問１ILO条約・勧告は，社会正義を通じて世界の平和に寄与するとい
う公式目的をもっておりますが，一般的に言って，現実にどのような
役割を果しているとお考えですか．（すべてに○）
計労使
１社会正義を通じて平和に寄与する４４８３６
２普遍的な最低労働基準の設定９１３２５９
３国際的公正競争の実現３７７３０
４労働における基本的人権の保障８９２８６１
５国際間で特に生じる労働問題（例： ４４１４３０
海事，移民）への対処
1８０
６各国社会政策・労働立法への示唆８９３０５９
７社会進歩の実現３２５２７
８国連専門機関として国際協調を労５８１２４６
働の分野で実現する
９その他（説明： ４１３
１０積極的役割を果たしていない ９４５
１lよく考えたことがなく答えられない ０００
問５＊条約は普遍性をもつと同時に経済発展の程度や社会I慣行の違い等を
考慮した柔軟性をもつべきだとされてきました．１９８１年以降成立し
た条約で御存知のもののうち，このバランスが崩れているという印象
をおもちのものがありますか．（日本のことを一応離れて）
計労使
ある４１３
条約に関して，どのような領域について，普遍性（最低基準として
どこの国にも，誰にもあてはまること）をもつべきだと考えられます
か．（すべてに○）
労使労使
結社の自由７０２５７完全雇用の理念４２４
職業生活におけ８その他０１
る差別撤廃５６１４９そのような領域はない０１
強制労働の廃止６９２８１０すべての分野で
安全と健康６３２８普遍性が必要１３４
児童労働の規制５６２４１１よく考えたこと
基準労働時間４８１０がなく答えられない０５
経常的に監視のため機能している委員会についてどのように判断な
さいますか．（日本のことを一応離れて）〔｢効果があがっているか」
に否の者の数〕
問６
１
２
９
３
４
５
６
問
1８１
計労使
ａ専門家委員会１２８４
ｂ総会委員会９７２
ｃ結社の自由委員会５４１
（注）ＩＬＯの監視活動について，よく又はまあ知っていると答えた人
７８名について，効果があがっていないと考える者の数
条約・勧告と日本との関係について伺います。
問１０ILO条約・勧告の制度（制定，批准，監視などの過程を含む）は，
日本に対してこれまでどのように影響してきたとお考えになります
か．（ひとつだけ）〔労使計〕
１全般的に強く影響（８）２－部の分野で強く影響（→間
１１へ）（36）３全般的に影響，しかし弱い（56）４－
部に弱い影響（９）５影響はない（２）６その他，よく
考えたことがなく答えられない（９）
問１１（前問が２の方．その他の方は次へ）ＩＬＯ条約・勧告制度（未批
准条約，監視過程も含む）で日本への影響が強かったと判断される分
野はどれですか．（すべてに○）〔労使計〕
１団結権(80）２男女の機会均等と平等(16）３最低賃金
制(15）４労働時間(12）５週休制(10）６有給休暇(１０）
７安全衛生(13）８社会保障(１１）９有給訓練休暇(1)
１０婦人の保護(14）１１船員(4)１２職業安定組織(2)
１３労働監督官制(5)１４労使協議(6)１５三者構成(12）
１６その他(3)（注)前間が2以外の者の選択あり‘
問１５日本では，これまで公務・公共部門の労使関係にむずかしい問題が
あり，労働組合はILOの監視機構に訴えてきました．このことにつ
いてあなたの御意見をお聞かせ下さい．（すべてに○）
1８２
計労使
ｌ１ＬＯは団結権を加盟国一般における普遍的権
利としておりＩＬＯに訴えるのは当然５７５１６
２国内問題を国際機関に持ち出すことは好まし
くない ２７１２１５
３ILOは団結権の制限される公務員の範囲を狭く
限定する傾向があり，ここから派生した問題だ１６７９
４日本における解釈では，政府の行動はILOの団
結権に関する政策と矛盾しない ２４５１９
５日本政府が団結権に関する普遍的基準を受け入
れないことから生じる問題だ ３３３３０
６その他（説明： ６５１
７よく考えたことがなく答えられない ６１５
問16＊日本政府は，条約・勧告制定の過程でILO事務局からの質問に答
えたり，批准済条約の実施状況や末批准条約に関する所定の報告を行
なっています．ＩＬＯはこれらの諸手続について労使団体が参加する
ことを求め，このため144号条約（参考資料）の批准を各国に要請し
ています．このことについてどうお考えになりますか．理由等もお書
き下さい
計労使
l直ちに批准すべきだ（理由： ５１５０１
２批准について検討すべきだ（理由： ２８１４１４
３現状でよい（理由： １２３９
４その他（説明： ４０４
５よく考えたことがなく答えられない，無答２５１１１４
183
ＩＬＯの活動全般と日本との関係について伺います。
問２２ＩＬＯの諸活動への参加を通じて日本がILOに貢献し，または，日
本が利益をうけると考える場合，つぎのようなことについてどうお考
えになりますか．
ａ日本からの貢献を高めるべき活動の分野（条約・勧告以外の分野）
（すべてに○）〔労使計〕
１技術援助(66）２調査研究などへ専門家による貢献(74）
３各種会議での役割の強化(71）４国際的に参考とされる
ような知識経験の提供(51）５事務局へ人材の送出(69）
６アジア諸国等の意見の代弁(36）７その他(1)
８よく考えたことがなく答えられない(4)無答(16）
ｃ日本がILOからこれまでうけてきた主な利益にはどのようなものが
あるとお考えになりますか．（すべてに○）〔労使計〕
１国際社会の一員として相応しい位置づけや評価が与えられる(56）
２労働問題に関し，討議等を通じて示唆をうける(74）
３日本の労働条件等が改善される(49）
４日本にとって不利な不公正競争が緩和される(１０）
５立法や政策のモデルが与えられる(44）
６個別具体的問題についての解決策を示唆される(24）
７労働の実態や政策について’情報が入手できる(69）
８その他（説明： （１）
９よく考えたことがなく答えられない(9)無答(12）
